
 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍だからこそ医師確保強化へ県庁要請 
医師偏在指標全国 5位は、北部・離島など県内実情に合わない「まやかし」 

偏在より、絶対数の不足が問題！地域医療担う医師増員をよびかけよう！ 
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社保協が北部離島 18市町村に求めた緊急アンケ

ートには 15市町村が回答。不足する診療科目として

は、専門性のある科目、眼科、耳鼻科、歯科などとと

もに、産科や小児科もあげられていました。コロナ対

応では、医師看護師の不足、検査ができないことが

課題として出され、国や県への要望としては財政支援

の継続、巡回ＰＣＲ検査の派遣、医師の休日の保障

などがあげられました。要請懇談では、厚労省が示し

た「医師偏在指標」が問題になりました。この指標によ

れば、沖縄県は全国 5位の「医師多数」県となってい

ますが、実情とあっておらず、計算方法（若い医師が

多いと上がるなど）がおかしいのではないかと指摘。

県も同様の受け止めであり「今後関係機関に働きか

ける」とのこと。厚労省は、医師は「偏在」であって「不

足」ではないと考えていますがＯＥＣＤ平均よりも 13

万名も少ない絶対的医師不足こそ問題です。地域医

療を担う医師の増員を強く訴える必要があります。 

 

9月 11日、県社保協と保険医協会連名で県知

事あてに「北部や離島等医療過疎地域への医師

体制確保、医師増員対策の強化の要請」を行いま

した。 

要請項目は 

１、 沖縄県内で北部や離島など過疎地域での

医師体制強化を引き続き、県の重点施策と

すると同時に、政府に医師養成の強化を求

めること。 

２、 ２「地域医療を担う医師の確保を目指す知

事の会」へ沖縄県としての加盟や働きかけの

検討や全国知事会での連携強化など、医師

増員の実効性ある施策のさらなる強化」 

社保協から新垣会長、高崎事務局長、保険医協

会から、仲里会長、西銘事務局次長が参加。 

県庁からは、県施策のレクチャー含め保健医療

部医療政策課の宮城優課長以下 4名対応。 
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